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１ 目標

２ 現状

○ 介護の現場を支える多様な人材の参入、活躍を促進するとともに、質の高い介護サービスを提供

する人材の育成と定着を支援します。

○ 区は、練馬区社会福祉事業団が運営する練馬介護人材育成・研修センターと連携し、区内介護事業所の人材の確保、

育成、定着を支援している。令和元年度は人材確保事業として、10回のセミナー・就職相談会等を実施し、参加者

351名のうち、33名が就業している。人材育成事業では、介護技術の向上や知識の習得等を目的とした研修を109回

実施し、2,573名が受講した。相談支援事業では、区内介護事業所で働く職員とその家族を対象に、精神的・身体的

な悩み等について24時間365日相談できる窓口を設置し、206件の相談を受けた。また、メンタルヘルス等に関する

講習会を６回開催し、116名が参加した。

○ 東京都の介護職員の需要・供給推計によると、高齢化の進展にともない今後も介護需要が増大することから、令和

２年度には都内全体で約2.3万人、令和７年度には約3.6万人の不足が見込まれている。令和元年11月の都内の介護

分野における有効求人倍率は7.39倍で、全職種平均の1.87倍を大きく上回っている。

○ 練馬区高齢者基礎調査結果に基づく簡易推計によれば、練馬区には令和２年１月現在、約17,700人（実人数）の職

員が介護に従事している。令和７年には約1,700人が不足する見込み。団塊ジュニア世代が高齢者となる令和22年

には約3,100人が不足する見込み。

○ 練馬区高齢者基礎調査によると、介護事業所の運営上の課題として、１位に「スタッフの確保」（約５割）、３位

に「スタッフの人材育成」（約３割）が挙げられている。また、職員の過不足状況については、６割を超える事業

所が「職員が足りていない」と回答している。
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２ 現状

○ 練馬区高齢者基礎調査によると、３割を超える介護事業所が外国人介護職員の活用を予定している。外国人を受け

入れるに当たっての課題として、１位に「利用者等との会話等における意思疎通に支障がある」（約６割）、２位

に「日本語文章力・読解力の不足等により、介護記録の作成に支障がある」（約５割）、３位に「日本人職員との

会話等における意思疎通に支障がある」（約４割）が挙げられている。

○ 外国人介護人材の受入類型として、従来のEPA（経済連携協定）、技能実習制度、在留資格「介護」に加え、平成

31年４月から在留資格「特定技能」が創設された。今後、外国人介護職員の増加が見込まれている。

○ ケアマネジャー支援として、令和元年度にケアマネジメント体制強化事業を実施し、延べ1,311人が質の向上ガイド

ライン研修等を受講した。 多職種協働による個別ケースを検討する地域ケア予防会議を60回実施した。また、平成

29年度から主任ケアマネジャー資格更新研修受講料の助成を行い、これまでに81名が助成を受けている。

○ 介護サービスの質の向上と介護職員のキャリアアップを支援するため、介護職員初任者研修および介護職員実務者

研修の受講料助成、介護福祉士の受験手数料および登録手数料の助成を行っている。これまでに延べ803人が助成

を受け、キャリアアップを図っている。

○ 平成29年度から元気高齢者による介護施設業務補助事業を実施している。シルバー人材センター会員に介護保険

施設での清掃や洗濯などの軽作業の担い手として活躍してもらうことで、介護職員の負担軽減を図り専門職とし

て本来業務に専念できる環境づくりを目的としている。これまでに49施設で延べ1,780人の高齢者が従事している。

○ 平成28年度から区独自基準訪問型サービスの担い手を育成する介護従事者養成研修を開始した。令和元年度まで

に648名が研修を修了した。研修修了後には、介護事業者と連携して就職相談会を実施し、修了生のうち191名が

就業している。
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２ 現状

○ 練馬区高齢者基礎調査によると、過去１年間に利用者・家族等からのハラスメントについて従業員から相談や報告

等を受けたことがある介護事業所が約４割にのぼる。また、ハラスメントに対して区に期待する支援として、約４

割の事業所が「区民（利用者・家族等）への啓発」を挙げ、約３割の事業所が「相談体制の構築」を挙げている。

区では、介護保険制度周知用パンフレット「すぐわかる介護保険」および高齢者向け保健・福祉サービスの概要を

まとめた「高齢者の生活ガイド」において、ハラスメントに関する記事を掲載し、区民への啓発を行っている。

○ 平成30年度から介護職員の処遇を改善し、人材の確保・定着につなげるため、公益財団法人介護労働安定センター

と連携し、キャリアパス作成支援事業を実施した。

○ 練馬区高齢者基礎調査によると、特定処遇改善加算を取得している介護事業所は約７割、キャリアパスを作成して

いる事業所は約６割にとどまっている。取得（作成）していない理由としては、「書類手続きなどが複雑だから」

「日常の業務が忙しいから」を挙げている事業所が多い。

○ 令和元年度から特別養護老人ホームや介護老人保健施設を対象とした介護記録業務の効率化や事業所内での情報共

有を図るICT機器等導入支援事業を実施し、13施設に補助を行った。

○ 平成30年度練馬区介護・障害福祉人材労働実態調査では、約６割を超える介護事業所が業務の効率化に効果がある

機器として、介護記録の管理や情報共有に係るICT機器を挙げているが、導入している事業所は約２割にとどまっ

ている。

○ 区では練馬介護人材育成・研修センターと連携し、平成30年度に外国人介護職員受入事例紹介セミナーを、令和元

年度には外国人介護職員を対象とした介護に関する日本語研修を実施した。
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３ 課題と取組
○ 介護人材を確保するため、介護職員の住居に関する事業所の負担を軽減し、介護職員が安心して働き続けられる環

境を整備する必要がある。また、介護の現場を一度離れた方が、安心して介護職に復帰できる環境を整備する必要

がある。

➡ 介護職員向けの住居を確保する事業所への支援が必要ではないか。

➡ 練馬介護人材育成・研修センターと連携し、離職した介護士等を就業につなげる支援が必要ではないか。

○ 介護人材のすそ野を拡げていくためには、若年層、子育て層、元気高齢者に対し、介護職の魅力等を発信していく

必要がある。

➡ 練馬介護人材育成・研修センターと連携し、介護や介護の仕事をより身近に感じられるような区民向けの研修や

小・中学生を対象とした福祉体験事業を実施してはどうか。

○ 介護従事者養成研修および練馬介護人材育成・研修センターの人材確保事業における就業率を上げる必要がある。

➡ 区内介護事業所およびハローワークとの連携を更に強化していくべきではないか。

○ 人員体制等の理由により、練馬介護人材育成・研修センターでの研修を受講できない職員が学ぶことのできる環境

を整備する必要がある。

➡ インターネットを活用し、介護職員がいつでもどこでも都合のよい時間に研修を受講できるような環境を整備

してはどうか。感染症対策等、非常時の体制構築支援ツールとしても活用が見込めるのではないか。

○ ケアマネジャーが質の高いケアマネジメントを実現できる環境を整備する必要がある。研修の適切な修了評価や

ICTを活用した受講環境の整備など、研修内容の充実や受講者の負担を軽減する必要がある。

➡ ケアマネジャーを対象とした研修の更なる充実と多職種協働による地域ケア会議活用の推進を図るべきではな

いか。
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３ 課題と取組

○ 介護サービスの質の向上のため、介護職員一人ひとりのキャリアデザインに応じたキャリアアップ支援を行う必要

がある。

➡ 介護職員のニーズに対応した資格取得費用助成事業の更なる拡充を図る必要があるのではないか。

○ 介護職員の離職を防ぐため、労働環境の整備や介護職員がモチベーションを保ちながら安心して働き続けられるよ

う支援を充実する必要がある。

➡ 練馬介護人材育成・研修センターや介護事業所と連携し、ハラスメント対策の強化を図るべきではないか。

➡ 区内の介護事業所に長らく勤務している職員に対するインセンティブを付与する仕組みを設けてはどうか。

○ 介護職員の業務負担を軽減し、介護の質を維持しながら、効率的な業務運営の推進を支援する必要がある。

➡ ICT機器等導入支援事業の対象事業所および対象機器を拡大してはどうか。

○ 外国人介護職員の受入に当たり、日本語能力の低さや不十分な受入体制を課題に挙げる事業所が多い。

➡ 練馬介護人材育成・研修センターと連携し、外国人介護職員向け日本語研修等や受入事業所向け研修の充実を

図るべきではないか。
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1,700人
3,100人

17,700人

19,400人

20,800人

0

7,000

14,000

21,000

令和２年

（2020年）

令和７年

（2025年）

令和22年

（2040年）

必要となる
介護人材数

１ 介護人材の需給推計

※ 厚生労働省「介護人材需給推計ワークシート」による簡易推計

２ 介護事業所の運営上の課題 ※３つまで選択。上位10項目を掲載

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

参考データ

6.8%

6.8%

14.6%

16.6%

16.6%

24.0%

25.3%

28.5%

32.7%

47.4%

0 10 20 30 40 50

医療機関との連携

訪問や送迎が非効率

（エリアが広い等）

利用者や家族が介護保険制度や

サービスをよく理解していない

責任者など中堅人材の

確保・育成

利用者１人あたりの

利用料が少ない

設備・スタッフなどが不足し量的に

利用者のニーズに応えられない

介護報酬が低い

スタッフの人材育成

新規利用者の獲得が困難

スタッフの確保

【%】

ｎ＝513

【人】

令和７年には約1,700人の介護職員が不足する見込み。団塊ジュニア世代が

高齢者となる令和22年には約3,100人が不足すると見込んでいる。

「スタッフの確保」が最も高く、「スタッフの人材育成」が３番目に

高くなっており、介護人材に係る課題が上位を占めている。
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出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

過剰

1.6%

適正

28.8%

やや不足

37.6 %

不足

21.1%

大いに不足

6.4%

３ 職員の過不足状況

６割を超える事業所が「職員が不足している」と回答

４ 職員の研修・教育などに関して困っていること（複数回答）

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

参考データ

ｎ＝513

ｎ＝513

〝不足″（「やや不足」と「不足」と「大いに不足」の合計）は

65.1％となっている。

「人材育成のための時間がない」が最も高く、「研修を受講させる人的な余裕

がない」が３番目に高くなっている。

7.4%

12.9%

1.4%

7.6%

14.2%

14.4%

16.6%

26.5%

28.7%

30.0%

46.2%

0 10 20 30 40 50

無回答

特にない

その他

事業者や法人内における

人材育成の優先順位が低い

採用時期が別々で

効率的な育成ができない

育成しても

すぐに辞めてしまう

人材育成のための

費用に余裕がない

従業員の自己啓発への

意欲が低い

研修を受講させる

人的な余裕がない

指導をできる人材が少ない、

または、いない

人材育成のための時間がない

【%】
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参考データ

５ 今後の外国人介護人材の活用予定（複数回答） ６ 外国人介護人材の受入に当たっての課題（複数回答）

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

外国人介護人材の

活用予定あり

ｎ＝513 ｎ＝513

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

「いずれも活用の予定はない」が最も多くなっているが、今後、

何らかのかたちで外国人介護人材を活用する予定の事業所は、

３割半ばにのぼっている。

外国人介護人材の日本語能力を受け入れに当たっての課題に挙げている

事業所が多い。

9.7%

55.4%

10.1%

5.7%

6.0%

7.6%

7.8%

12.9%

15.8%

0 10 20 30 40 50 60

無回答

いずれも活用の予定はない

その他

在留資格「特定技能１号」を持つ外国人

外国人留学生・就学生

EPAに基づく外国人介護福祉士候補者等

技能実習制度を活用した外国人

在留資格「介護」をもつ外国人

日本人や永住者の配偶者

【%】

10.3%

4.3%

10.3%

2.9%

9.0%

10.7%

39.4%

41.3%

48.7%

58.1%

0 10 20 30 40 50 60

無回答

課題はない

わからない

その他

受け入れ方法や

活用方法がわからない

人件費以外に

さまざまなコストがかかる

生活、習慣等の違いにより、

日常業務に支障がある

日本人職員との会話等における

意思疎通に支障がある

日本語文章力・読解力の不足等により、

介護記録の作成に支障がある

利用者等との会話等における

意思疎通に支障がある

【%】
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取得している

71.6%

取得していない

27.5%

無回答

0.9%

７-１ 特定処遇改善加算の取得状況

参考データ

７-２ 特定処遇改善加算を取得していない理由（複数回答）

ｎ＝327

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝90

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

特定処遇改善加算を「取得している」が約７割、「取得してい

ない」が約３割となっている。

特定処遇改善加算を取得していない理由としては、「書類手続きなど

が複雑だから」が最も高くなっている。

4.4%

6.7%

10.0%

16.7%

4.4%

22.2%

28.9%

43.3%

0 10 20 30 40 50

無回答

算定対象外のため

特に理由はない

その他

既存の処遇改善加算が取得できていないから

職場環境等要件を満たせないから

日常の業務が忙しいから

書類手続きなどが複雑だから

【%】
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参考データ

８-１ キャリアパスの作成状況 ８-２ キャリアパスを作成していない理由（複数回答）

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝327

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

16.3%

14.4%

4.8%

12.5%

16.3%

29.8%

40.4%

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

加算の必要性を感じないから

書類の書き方がわからないから

法人規模などになじまないから

書類手続きなどが複雑だから

日常の業務が忙しいから

【%】

ｎ＝104

作成している

63.0%

作成していない

31.8%

無回答

5.2%

キャリアパスを「作成している」が６割超、「作成していな

い」が約３割となっている。

キャリアパスを作成していない理由としては、「日常の業務が忙しい

から」が最も高く、「書類手続きなどが複雑だから」が続いている。
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参考データ

９-１ 業務効率に効果があると思う介護福祉機器 （複数回答） ９-２ 介護福祉機器の導入状況（複数回答）

出典：平成30年度練馬区介護・障害福祉人材労働実態調査

ｎ＝422 ｎ＝422

出典：平成30年度練馬区介護・障害福祉人材労働実態調査

「いずれも導入していない」が45.0％と最も高くなっている。

41.0%

1.4%

1.9%

7.3%

7.6%

8.3%

11.4%

14.5%

14.7%

15.9%

16.4%

19.0%

19.2%

23.0%

28.2%

34.8%

0 10 20 30 40 50

無回答

いずれも効果はない

その他介護福祉機器

昇降装置（人の移動に使用するものに限る）

座面昇降機能付車いす

移動用リフト（立位補助機を含む）

ストレッチャー（入浴に使用するものを含む）

シャワーキャリー

排泄タイミング予知のICT機器

自動車用車いすリフト

特殊浴槽

車いす体重計

見守り（離床、寝返り、呼吸等）のためのICT機器

ベッド（傾斜角度、高さが調整できるもの。マットレスは除く）

情報共有・伝達に係るICT機器

介護記録をタブレット等で記録・管理するICT機器

【%】

「介護記録をタブレット等で記録・管理するICT機器」が最も高く、

「情報共有・伝達に係るICT機器」と続いている。

16.8%

1.7%

0.5%

3.3%

3.3%

4.5%

7.8%

9.0%

11.8%

13.5%

13.7%

14.0%

15.6%

18.2%

26.5%

45.0%

0 10 20 30 40 50

無回答

その他介護福祉機器

排泄タイミング予知のICT機器

昇降装置（人の移動に使用するものに限る）

座面昇降機能付車いす

移動用リフト（立位補助機を含む）

見守り（離床、寝返り、呼吸等）のためのICT機器

介護記録をタブレット等で記録・管理するICT機器

ストレッチャー（入浴に使用するものを含む）

情報共有・伝達に係るICT機器

シャワーキャリー

特殊浴槽

自動車用車いすリフト

車いす体重計

ベッド（傾斜角度、高さが調整できるもの。マットレスは除く）

いずれも導入していない

【%】
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ハラスメントがあった

41.1%

ハラスメントはなかった

55.5%

把握していない

1.6%

無回答

1.8%

10-１ 過去１年間のハラスメント相談・報告の有無

参考データ

10-２ ハラスメント対応で期待する区の支援

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

ｎ＝513ｎ＝440

出典：令和元年度練馬区高齢者基礎調査

利用者・家族等からのハラスメントについて相談・報告が「あった」

事業所は41.1%、「なかった」事業所は55.5%となっている。

「区民（利用者・家族等）への啓発」が最も高く、「相談体制の構

築」、「ハラスメント対策のマニュアル整備」と続いている。

区民（利用者・家族等）

への啓発

36.6%

相談体制の構築

30.4%

ハラスメント対策の

マニュアル整備

12.1%

ハラスメント

対策の研修

7.8%

その他

1.0%

特にない

9.0%

無回答

3.1%
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現在の主な取組

練馬介護人材育成・研修センター

・社会福祉法人練馬区社会福祉事業団が平成21年４月１日から設置・運営

・区は運営費の一部を補助 令和２年度当初予算 19,554千円

事業内容と実績（令和元年度）

① 人材育成事業

・区内介護事業所の職員を対象に無料で受講ができる研修を実施

・目的・対象レベルにより専門研修や熟練者コース等を設定

◇ 実績：実施回数 109回 受講者数 延べ 2,573名

② 人材確保事業

・就職相談会やセミナーを開催し、区内介護事業者が新たな介護職員

を確保する機会を提供

◇ 実績：実施回数 10回 参加者数 351名 採用者数 33名

③ 相談支援事業

・介護職員が精神的・身体的な悩み等を24時間365日相談できる窓口を

設置

・メンタルヘルスに関する講習会を実施

◇ 実績：相談件数 206件 講習会参加者数 116名
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現在の主な取組

ＩＣＴ機器等導入支援事業

事業内容と実績（令和元年度）

区内介護事業所のＩＣＴ化を推進し、介護職員の業務負担の軽減を図り、離職防止・定着率の向上

および介護の質の向上につなげるため、情報通信技術を活用し介護業務を支援するシステムの導入費

用の一部を補助する。

① 対象

区内の特別養護老人ホーム（31施設）および介護老人保健施設（14施設）

② 対象経費

③ 助成額

１事業所あたり上限100万円（補助率１/２）

④ 実績

13施設 8,185,000円

対象経費 具体例

1
介護業務を支援するシステム導入に必要な
ソフトウェアの購入費

システム導入経費、多言語対応・音声入力ソフト

2 記録機器等の購入費 介護記録等を管理するPC、タブレット端末

3
システム導入に係る使用環境の整備工事
およびセットアップのための費用

Wi-Fi設備工事

4
システム導入に係る最低限必要な備品等の
購入費、操作研修等の費用

システム等の操作研修

介護記録
の入力

記録の
自動転送

介護記録
の集約・管理

介護記録
の共有
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. 事業名 事業概要 令和元年度実績

１

介護従事者養成研修
（区独自基準型訪問サービスの

担い手養成研修）
【当初予算額 5,578千円】

区独自基準型訪問サービス事業の従事者を養成するため、
区民等を対象として、必要な知識・技術を習得できるよう
研修を実施する。研修の最終日には就職相談会を実施し、
区内事業者への就業につなげる。

年３回実施分の合計
申込 266名 修了175名 就業44名

２
元気高齢者による介護施設業務
補助事業
【当初予算額 13,747千円】

区内特別養護老人ホーム等の介護保険施設での軽作業（清掃、
洗濯など）の担い手として、シルバー人材センター会員を活
用し、元気高齢者の活躍の場を創出するとともに、介護職員
が質の高いケアに専念できる環境をつくる。

49施設 64名

３
介護職員初任者研修受講料助成
【当初予算額 4,000千円】

介護職員初任者研修修了後、３か月以内に区内介護事業所
に介護職員として就労し、かつ３か月以上、区内介護事業
所において勤務を継続している者に対して、受講費用の９
割（上限８万円）を助成する。

助成人数 107名
助成額 6,122,000円

４
介護職員実務者研修受講料助成
【当初予算額 8,000千円】

介護職員実務者研修修了後、３か月以内に区内介護事業所
に介護職員として就労し、かつ３か月以上、区内介護事業
所において勤務を継続している者に対して、受講費用の９
割（上限10万円）を助成する。

助成人数 178名
助成額 14,280,000円

５
介護福祉士資格取得費用助成
【当初予算額 1,118千円】

介護福祉士国家試験に合格し資格登録した後、３か月以内
に区内介護事業所に介護職員として就労し、かつ３か月以
上、区内介護事業所において勤務を継続している者に対し
て、受験手数料15,300円と登録手数料3,320円を助成する。

助成人数 61名
助成額 1,064,660円

６
介護支援専門員資格更新研修費
助成
【当初予算額 973千円】

介護支援専門員の資格更新研修の受講料の一部を助成する。
※助成額は受講科目により異なる。

助成人数 131名
助成額 1,042,400円

令和元年度の介護人材確保・育成・定着支援事業
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事業名 事業概要 令和元年度実績

７
ケアマネジメント体制強化事業
【予算額 1,856千円】

区内の主任介護支援専門員に対して、質の向上ガイドライ
ン研修、介護支援専門員地域同行型研修等、介護支援専門
員に対するスキルアップのための研修を実施する。

開催回数 延べ31回
受講者数 延べ1,311名

８
出張型研修・インストラクター
養成研修 ※

練馬介護人材育成・研修センターと連携して、人員体制等
の理由により、研修センターでの受講が困難な事業所に対
し、研修講師が出向く出張研修や研修講師を養成する研修
を実施する。

・出張型研修 10回
受講者数 133名

・インストラクター養成研修
開催回数 ４回
受講者数 48名

９
外国人介護職員向け介護に関す
る日本語研修 ※

練馬介護人材育成・研修センターと連携して、外国人介護
職員に対し、介護サービスに従事する際に必要な日本語や
日本文化・風習に関する研修を実施する。

実施回数 １回
受講者数 ７名

10
キャリアパス作成支援事業
【予算額 108千円】

公益財団法人 介護労働安定センターと連携して、令和元年
10月に創設された特定処遇改善加算の概要・申請のポイン
トや、キャリアパスの作成・運用方法等を解説するセミ
ナーを開催する。アドバイザー派遣による介護事業所の個
別支援も行う。

セミナー実施回数 １回
セミナー参加者 49名
個別支援 ２事業所

11
ＩＣＴ機器等導入支援事業
【予算額 7,000千円】

介護職員の業務負担を軽減し、離職防止や定着を支援する
ため、区内の特別養護老人ホームや介護老人保健施設に対
し、日々の記録業務の効率化や事業所内での情報共有を図
るICT機器等の導入費用の一部を助成する。

補助事業所数 13施設
補助額 8,185,000円

※ 予算額は練馬介護人材育成・研修センター運営費補助金（18,751千円）に含まれる。


